
区分 経費区分

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

 国庫 起債
その他
特定
財源

 一般
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

刊行物広報事業（広報誌「県政広報ふくい」の制作・配布事業） 継続 政策的経費 行財政構造改革 ○ H24 8 76,724 76,724 ○

1 76,724 76,724 1

平成３０年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 広報課 （単位：千円）

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井ふるさと元気宣言

における位置付け
関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度
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年数

平成
３１年度
予算額

 財源内訳



課長名

■ ■ H24 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 8 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総務部

直営

前事業の有無・実績

事業名

（実績）

課名

［想定される受益者数］

事業実施方法

□ その他

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点

「福井しあわせ元気」国体・障スポに向けた機運を醸成するための
コーナーを拡大したほか、幕末明治福井１５０年博の関連企画をま
とめて紹介するコーナーを設けた。

毎号実施している読者アンケートを参考に、内容やレイア
ウトなどを随時工夫し、県民にとってより読みやすく、身
近で役立つ広報誌を目指す。

事業主体

補助率

自 治 事 務

法 定 受 託 事 務

事 務
区 分

縮減 □ 終期の見直し 見直し額

□ 整理統合 □ 廃止

□ 拡充 □

■ 継続 □ 休止

事業評価

刊行物広報事業（広報誌「県政広報ふくい」の制作・配布事業）

補 助 金 -

実行予算

そ の 他

［事業目的］

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

関連する県の計画等
ビジョン  〔

政　　策  〔

行財政構造改革
〔 〕

事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

広報課 山埜浩嗣

県
事 業
区 分

市町との連携状況 各市町庁舎、公共施設等への設置

　広報誌「県政広報ふくい」を発行し、県下全域に県政情報を行き渡らせるとともに、県民にわかりやすく県政を伝える。

○広報誌「県政広報ふくい」の制作・配布

発行回数：年１２回
発行部数：２８万部
仕様：Ａ４判・８ページ（年６回）、１２ページ（年６回）・フルカラー
配布方法：新聞折込、各施設等への配布

［受益者］

□ 完了
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課長名

■ ■ H24 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 8 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

49,994 76,010 76,010 76,010

48,817 75,460 75,480 75,448

48,781 75,459 75,479

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(80.0%) (80.0%) (80.0%) (80.0%)

86.8% 88.0% 85.4%

(280,000) (280,000) (280,000) (280,000)

280,000 280,000 280,000

□ 無

■ 有

総務部区分

実績

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度

-

そ の 他

事業費 国庫 起債

経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名

その他

前年度までの
主な増減理由

２８年度：月刊化による増（２７年度までは隔月発行）

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

補 助 金

当 初 予 算 額 の 推 移 76,724

区分 一般財源 国庫、その他財源の名称等

予算額

76,724 76,724

山埜浩嗣課名 広報課

事業主体 県

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

他県の状況 広報誌を配布している県　４６都道府県
関連事業の有無・

役割分担

活動指標
広報誌「県政広報ふく
い」の配布部数

(目標) (280,000)

事業名 刊行物広報事業（新聞「県からのお知らせ」等）

（役割分担）

くらしの情報（子育て、就職支援など）や、企業向け情報は新聞に掲
載。
さらに、校了日の関係で、広報誌に掲載できなかった案件等について
も、新聞広報に掲載。

区　　　　　　分 ３１年度

成果指標
読者アンケートの「大変
良い」「良い」の割合

(目標) (80.0%)

実績

事業実施方法 直営

補助率 法 定 受 託 事 務

継続

事 務
区 分

自 治 事 務 実行予算

実績等を踏まえた３１年度の変更点

目標・指標の考え方・積算根拠

より県民に親しまれる広報誌を目指す。

県下全域に県政情報を行き渡らせる。

事 業
区 分

事業
開始
年度

刊行物広報事業（広報誌「県政広報ふくい」の制作・配布事業）
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